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地球は、確実に、スピードを上げて温暖化している
2015-2019年の最近の５年が観測史上一番暑かった

Source: WMO

地球の平均気温は、工業化前とくらべて約１℃上がった

約１℃上昇

さらに進む地球温暖化

CO2大気中濃度410ppm



認識の共有

地球の限界が近づいている
世界の異常気象・気候の異変により、多くの地域で多大な
影響・損害をもたらしている

ティッピング・ポイントのいくつかは超えてしまったかも
しれない
取り返しのつかない不可逆的な変化を引き起こす水準のい
くつかに到達した恐れもある。

残された時間はもうほとんどない（10年未満）
1.5度の気温上昇に止めるために行動できる最後の10年に
差しかかっている。
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しかし今行動をすれば
破滅的な道を回避できる

気温が上がれば上がるほど、様々なリスクが高まる
取り返しのつかない変化を招いてしまわないよう
行動できるかが問われている

パリ協定
の目標
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この10年で排出を半減に
コロナ禍からの社会・経済の⽴て直し⽅が重要

各国の現⾏⽬標と政策

２℃抑制

１.５℃抑制

実績

このままでは
3〜3.5℃上昇

世界の温室効果ガスの排出量

このままでは2030年に
1.5℃上昇

＝チャンスはあと10年
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2013年度比
-26.0％（※）

※出典：地球温暖化対策計画

2020年度目標
2005年度比
-3.8%（※）

2050年度目標
-80％（※）
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京都議定書
第1約束期間
6％削減

地球温暖化
防⽌⾏動計画
0％（90年⽐）
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ゼロ

1.5℃実現へ
2030年に

現状から半減以
上が必要

⽇本の温室効果ガス排出：2050年ネットゼロ
いかに実現するか？

気候ネットワークの活動期間
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CO2排出内訳

⼤排出源＝⽕⼒発電（⽯炭・ガス）・製鉄・運輸

温室効果ガス排出インベントリデータ・総合エネルギー統計より作成



8

2030年の電源構成
化⽯燃料（⽯炭・天然ガス）の割合は現状維持（5割以上）
原発20〜22％、再⽣可能エネルギー22〜24％、⽯炭26％

再生可能エネ

23%

原発

21%

LNG
27%

石炭

26%

石油

3%

2030年の見通し
再生可能エネ

11%

原発

26%

LNG
27%

石炭

24%

石油

12%

原発事故前10年間平均

図 電源構成の2030年⾒通し（出所：資源エネルギー庁）

課題：2030年に⽯炭⽕⼒をゼロにする



2012年以降の⽯炭⽕⼒新設計画
50基（2323.3万kW）

Source：気候ネットワーク http://sekitan.jp/
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2012年以降の⽯炭⽕⼒発電所の新増設
多数の⽯炭⽕⼒発電所が建設・運転開始している

全てCCS／CCUS装備なし

●運転開始...20（555.9万kW）
●建設中... 10（612.2万kW）
●アセス中/完了...5 (261.2万kW）
●計画中 ... 2（200.0万kW）
●運転中⽌・廃⽌...13(703.0万kW)



日本にある179基（うち新規17基）の
石炭火力を2030年にゼロへ
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beyond-coal.jp オープニング動画

https://www.youtube.com/watch?v=3AyATSyDjNs&feature=emb_logo


課題：再エネの⼤幅普及

発想の根本転換：安定供給には化石燃料や原発は欠かせない
↓

「自然エネルギー100％の未来は100％作れる」

制度的・技術的・社会的障壁を克服
容量市場の早急な⾒直し
送電線ルール⾒直し：再エネの優先給電
送電線強化
住⺠・コミュニティ合意形成



課題：脱原発
• 2050年向けて優れた原⼦⼒技術の追求！？



課題：運輸部⾨での脱炭素化

⾞体対策
⽇本は次世代⾃動⾞補助
（EV・FCV・ PHV・CDV)
国際トレンドは
・国レベルでガソリン⾞・ディー
ゼル⾞・プラグインハイブリッド
新⾞販売規制
・⾃治体は通⾏・乗り⼊れ規制

交通流対策
公共交通機関利⽤
物流効率化

国際船舶・航空機
（⽇本の温室効果ガスの3%）

国・自治体 ガソリン・
ディーゼル

プラグイン
ハイブリッド

新車販売
禁止年

コスタリカ ◯ ◯ 2021

ノルウェー ◯ ◯ 2025

スウェーデン ◯ ◯ 2030

オランダ ◯ ◯ 2030

ドイツ ◯ ◯ 2030

アイルランド ◯ ◯ 2030

アイスランド ◯ ◯ 2030

イスラエル ◯ ◯ 2030

イギリス ◯ ◯2035〜 2030

スロベニア ◯ ✖ 2030

中国 ◯ ◯ 2035

米カリフォルニア州 ◯ ◯ 2035

加ケベック州 ◯ ◯ 2035

スペイン ◯ ◯ 2040

フランス ◯ ◯ 2040各種資料より平田作成



課題：鉄鋼業の脱炭素化

・「現状では、2050年ゼロへの道は⾒えない

日本鉄鋼連盟Course50資料
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・「⽔素還元・CO2回収」より先へ

日本鉄鋼連盟Course50資料



CO2排出源

回収

多様な利⽤

回収 (DAC※)

CO2 CO2

CH3OH

CO2

CO2

CH4

※ Direct Air Capture
（直接回収）

C2H4
CaCO3

物理吸収法、化学吸収法、
膜分離法 等 貯留・利

⽤ (EOR)

建材
（コンクリート）

包装材、容器等
化学製品

肥料

メタン、
メタノー

ル、
ガソリン、
ジェット

CH4

燃料

CO2 CO2

リサイクル (R&D)
触媒開発、⼈⼯光合成、藻類利⽤、バイオマス利⽤、

メタネーション、コンクリート化、植物⼯場など

CH3OH

化学製品・鉱物など

燃料

1

カーボンリサイクルのコンセプト
〜実現に向け研究開発を強⼒に推進〜

課題：“イノベーション”依存

資源エネルギー庁資料



ねらい
・CO2排出を実現しながらエネルギー・経済の転換を図る

アプローチ
・CO2を排出することにコストをかける（負担）
・CO2排出削減することに経済的な後押しをする

意義
・費⽤効果的な削減
・汚染者負担原則

効果
・エネルギー供給（脱化⽯燃料・脱⽯炭・再エネ拡⼤）を脱炭素化へ
・全主体のエネルギー効率向上・省エネの促進
・脱炭素化イノベーション
・アナウンスメント効果
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課題：カーボンプライシング導⼊



現行の地球温暖化対策税
低税率(289円/t-CO2)で

価格インセンティブ効果はほぼなし
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参考：必要な炭素価格の水準
• 炭素価格ハイレベルパネルの2017年報告書（世
界銀行支援・OECD援用）
– 2020年40-80ドル(4000-8000円)/t-CO2
– 2030年50-100ドル（5000-1万円)/t-CO2

• IMF「地球温暖化を2℃未満に抑えるには、野心
的な規模の政策措置が必要。例えば世界的な炭
素税を早急に設置し、2030年に75ドル（7500
円/t-CO2／CO2トン）まで急上昇させるなど」
が必要
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https://static1.squarespace.com/static/54ff9c5ce4b0a53decccfb4c/t/59b7f2409f8dce5316811916/1505227332748/CarbonPricing_FullReport.pdf


仕組み
・地球温暖化対策税の税率の上乗せ
・2030年「10000円/t-CO2」に向けて段階的に税率引上げ

税収
・税収中⽴・⼀般財源化
・気候変動対策への振り向け

税収使途の振り向け先
・社会保険費⽤の引き下げ
・再エネ系統対策・需給調整システム
・化⽯燃料産業からの移⾏・転換への⽀援

労働の移転・雇⽤補償・教育⽀援・失業対策
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炭素税の提⽰

Carbon
Pricing



より良いクリーンな仕事への速やかなシフトのために
化⽯燃料産業（電⼒・鉄・セメント・紙パルプ・化学）から
の労働の公正な移⾏の準備

・クリーンな仕事の創出
・コミュニテイ⽀援
・労働者教育訓練⽀援
・失業者補償
・新規産業育成
・

社会転換に向けた投資のための「基⾦」の創設
市⺠参加型の戦略の策定
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課題：社会の移⾏・労働の移⾏のプログラム

Just 
Transition



課題：地⽅⾃治体・各主体の主導的役割
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気候変動対策にコミットし
NGOや地域コミュニティと連携し、市⺠を巻き込みながら、
レジリエントな脱炭素のまちづくりを促進する重要な役割

＜具体的アクション＞
• 意欲的な⽬標とビジョン
• 横断的な政策体制
• 主体的なエネルギー政策/⾃治（地産地消）
• 事業における率先実施
• 防災・適応策（コミュニティ連携、情報共有、事前の災害回避⼿
段、サポートシステムのネットワーク化）

気候危機の最前線に位置する地域・コミュニティ



課題：他の課題との関連付け
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• ⾷料システム全体（⽣産・運搬・販売・消費・廃棄等)の
CO2排出は世界の4分の1を占める＝⾷⽣活の⾒直し

• プラスチック処理、4分の3は焼却＝CO2排出

⽜ 豚 鶏 ⽔⽜ ⽺ その他鶏⾁
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Global Optimisms

悲観ではなく
未来は変えられるという楽観を

必要なことを実践しよう
古い世界は捨て去ろう
信念に向き合い将来のビジョンを持とう
真実を貫こう
消費者ではなく市民として自分を見よう
化石燃料の先へ動こう
クリーン経済に投資しよう
技術の利用に責任を持とう
ジェンダー平等を築こう
政治に関与しよう

課題：⼀⼈ひとり⾏動する覚悟
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Global Climate Strike


